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■組織概要

◎名　称／公益財団法人 東北活性化研究センター
◎会　長／樋口　康二郎
◎所在地／〒980-0021
　　　　　仙台市青葉区中央二丁目9番10号
　　　　　セントレ東北9階
◎電　話／ 022-225-1426（企画総務部）
          　　　022-222-3394（調査研究部）
　　　　　 022-222-3357（地域・産業振興部）
◎ＦＡＸ／ 022-225-0082
◎E-mail／ kasseiken@kasseiken.jp
◎U R L ／ https://www.kasseiken.jp
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  会員募集のご案内

センターの事業活動にご賛同いただける、
企業・団体様を募集しております。
［１口 ５万円（年額）］

皆様のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
賛助会員(出捐会員含 )142 企業・団体 （2026年4月末）

〒980-0021 仙台市青葉区中央二丁目9番10号（セントレ東北9 階）
Tel.022-225-1426（代） Fax.022-225-0082
URL https://www.kasseiken.jp

（2026年6月26日現在）

《評議員》
阿部　俊徳／（株）ユアテック 取締役会長
上山　隆久／（株）クレハ 常務執行役員 生産・技術本部長
小野　誠彦／東北電力（株）上席執行役員 総務・地域共創部門長
菊野　麻子／Ｋアプローチ代表
今野　彩子／（株）ユーメディア 専務取締役
筒井　幸子／仙台市 まちづくり政策局長
難波　義孝／日本製鉄（株）東北支社長
長谷川史彦／（独）製品評価技術基盤機構 理事長
浜　　知美／アリティーヴィー（株）取締役副社長

《役員（理事･監事）》
理事
樋口康二郎／［代表理事 会長］東北電力（株） 代表取締役会長
藤﨑三郎助／［副会長］東北六県商工会議所連合会 会長
木村　一郎／［代表理事 専務理事］（公財）東北活性化研究センター
松嶋　邦治／［業務執行理事 常務理事･事務局長］（公財）東北活性化研究センター
一力　雅彦／（株）河北新報社 社主・代表取締役社長
伊藤　哲也／宮城県 副知事
岡井覚一郎／（株）日本政策投資銀行 常務執行役員
小笠原孝史／（一社）東北経済連合会 専務理事
岡信　愼一／東日本興業（株） 相談役
小沢　喜仁／（大）東北大学大学院環境科学研究科 特任教授
梶谷　敏晴／（株）東芝 東北支社長
西山　重憲／（株）日立製作所 東北支社長
横井　隆幸／鹿島建設（株）執行役員東北支店長

監事
谷口　直樹／丸紅（株）東北支社長
成田由加里／成田由加里公認会計士事務所代表

■ 沿 革
「東北活性化研究センター」は、2010 年 6 月 1日に、「財団法人東北開発研究センター」
と「財団法人東北産業活性化センター」が合併・発足し、2012年 4月 1日に公益財団法
人に移行した組織です。
産・学・官・金の強力なネットワークの下、「調査研究・実践一体の地域シンクタンク」
を目指して活動を展開しています。

■ 活動理念：「知をつなぎ、地を活かす」
　東北地域の持続的発展のため、東北各界の「知」を結びながら、東北の「地」が将来に
　わたり「麗しの地」であり続けられるよう、各種の調査研究やコンサルティング、
　プロジェクト支援の事業を通じてその実現に努力していくことを活動理念として
　います。

■ シンボルマーク：（名称 「知の芽吹き」）
　青いオブジェクトの部分は、2つの円が繋がってひとつとなった「知識」と「連携」を
　表しています。さらにその造形は、新潟を含む東北の大地から「知」の芽が出て、
　東北の宝・価値である「実」が成るという活性研の躍動感を表しています。

■評議員・役員



公益財団法人東北活性化研究センター
地域・産業振興部

応　募

応募用紙に必要事項をご記入の上、
お申込み先までご応募ください

応募締切日：2026年9月30日（水）
お申込・お問合せ

〒980-0021
宮城県仙台市青葉区中央2-9-10 セントレ東北9階
TEL：022（222）3357  FAX：022（225）0082

E-mail:chisan@kasseiken.jp
URL:https://www.kasseiken.jp/wakuwaku/

ホームページでは全ての授業の
レポートを公開中!

TOHOKUわくわくスクール
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受託事業

調査研究事業 プロジェクト支援事業

《東北･新潟の「キラ☆企業」》
◎東北圏の優れた企業への理解を深めていただくことによって

若者の定住・還流を促す

ため、製造業・サービス

業を中心に「キラ☆（ぼ

し）企業」を約300社登

録し、若者目線で各社の

魅力をホームページで

紹介しています。

《東北圏における
  外国人材の受入・共生に関する調査》
◎人口減少と高齢化が進む中、地域の持続可能性を高めるた

めには、外国人住民を含む多様な人材の活躍が不可欠で

す。東北圏では外国人住民の割合が低く、多文化共生の取り

組みは限定的ですが、今後は企業による外国人材活用の拡

大が見込まれます。そのため、受入体制の整備や共生の促

進、地域参画の機会づくりが

急務です。本調査では、住民

意識や行政対応の現状と課題

を明らかにし、外国人住民と

地域の関係づくりに向けた提

言を行います。

《東北圏におけるローカル・ゼブラ企業の現状と
  課題に関する調査》
◎人口減少等により、公的支出による地域の基盤的サービス

（交通、医療・福祉等）の維持（公助）が困難になりつつある

中、公助に頼らずビジネスの手法を用いて地域課題の解決

に取り組みながら、持続的な事業成長を実現する「ローカ

ル・ゼブラ企業」への注目が高まっています。本調査では、

「ローカル・ゼブラ企業」「支援機関」「一般企業」への定量・

定性調査を通じて、直面

する課題・支援ニーズ等

を多面的に分析し、東北

圏における「ローカル・

ゼブラ企業」の創出に向

けた方策を整理します。

《東北データブックオンライン》
◎自治体等の政策立案部署、大学等の研究機関、経済団体お

よび社会経済の活性化に取り組む組織等に活用いただくこ

とを目的に、社会経済指標から東北圏の現状、特徴を概観で

きるWebコンテンツ「東北データブックオンライン」をホー

ムページ上で公開しています。

「東北・新潟のキラ☆パーソン」YouTubeチャンネル

知をつなぎ、地を活かす
東北活性化研究センターは「知をつなぎ、地を活かす」を活動理念として、東北圏（青森県・岩手県・

宮城県・秋田県・山形県・福島県および新潟県）の地域・産業活性化に関する調査研究、プロジェクト

支援等の事業を行っています。その成果を各方面に提供するとともに、将来を担う人財の育成も行

い、東北圏の活力向上と持続的な発展に寄与してまいります。

～連携力で地域社会と産業を活性化する～

《地域活性化プロジェクト支援》
◎東北圏の自治体・非営利団体等を対象に、当センターが調

査研究等で得た知見を基に、地域の活性化を後押しする

取り組みです。ショート動画制作オンライン

セミナーを開催するなど、情報発信力強化

による地域活性化を支援しています。

《東北･新潟の｢キラ☆パーソン｣》
◎自分の夢の実現のために様々な分野で活躍している若者を

取材し、東北圏で働き暮らす魅力を動画で配信しています。

動画を通して、若い世代のチャレンジ意欲向上や新たな気づ

きを得てもらうことを目指しています。

《景気ウォッチャー調査（東北地域）》
◎景気ウォッチャー調査は内閣府が主管し、景気に関連の深い

動きを観察できる方々の協力を得て、地域ごとの景気動向を

的確かつ迅速に把握する月例経済統計です。当センターは

東北地域（6県）の調査を受託し、その調査結果を毎月、集計･

分析し公表しています。

《機関誌「東北活性研」》
◎調査研究結果や産学官金の有識者からの提言、地域や地元

企業の動向等を紹介する機関誌を年 4回発行し、会員企業･

団体、各自治体や図書館等に配布しています。

《事業報告会》
◎事業や活動の成果について、会員企業･団体、関係機関、一般

の方々にご紹介する報告会（ライブ配信あり）を年 1回開催し

ています。

《ホームページ等による情報公開》
◎調査･研究成果や各種情報について、よりわかりやすく、より

使いやすい形で利用していただけるようホームページにより

開示しています。メールマガジンは毎月の定期号に加え、臨

時号も発行しています。

《人口の社会減と女性の定着・女性活躍推進事業》
◎東北圏からの若年女性の流出の理由として、「希望する仕事

がないことや多様なライフスタイルを選択できる環境が乏

しい」ことが挙げられているため，東北圏地域における人口

減と女性定着に関する理解促進に向け，企業や地方自治体

等への情報発信を継続して実施しています。

《TOHOKU わくわくスクール》
◎東北圏の小学生・中学生・高校生を対象とし、当地域に所在

する様々な分野の企業や団体とを繋ぐ「出前授業」です。学問

の面白さ・楽しさに触れつつ、企業や団体の活動内容に触れ

ることで、地元の地域社会・産業の理解を深め、将来の進路

の選択肢の参考としてもらうことを目的としています。

◎東北経済連合会との連携

により、東北圏に所在する

81の企業や団体に登録

いただき開催しています。

「出前授業」の様子や生徒

の感想は、ホームページで

随時、情報発信しています。

人口の社会減と女性の定着に関する情報発信サイト
「TOHOKU MIRAI＋」


